
  

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 
長崎県東彼杵郡東彼杵町教育委員会 

 

研究課題 
首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

研究のねらい 

 
東彼杵町は、「人良し、環境良し、自然良し」のど田舎である。が、人と人

との心のつながりを基盤とする田舎の良さを生かしながらも「一流の田舎」を
めざし、学校を取り巻く様々な団体や組織との連携による「地域とともにある
学校づくり」を推進しようとしている。が、少子高齢化や核家族化及び学校統
廃合の課題などもあり、人間関係も希薄化し、学校・家庭・地域の連携や教育
力の向上も十分とはいえない状況にある。地域コミュニティーの衰退や子ども
の真の学力向上等、学校・家庭・地域の差し迫った社会的・地域的課題に対し、
「地域づくりは人づくり」と考え、地域との関係性の創出をめざし、首長部局
や関係機関との協働体制を確立し、社会総掛かりで課題解決に取り組むことを
ねらいとしている。 

研究の概要 

①各小・中学校にコミュニティ－スクール推進のための「学校運営協議会」を

組織し、各学校に推進リーダーを配置。 

②「東彼杵町学校運営連絡協議会」を組織し、地域コーディネーターを配置。 

③学校運営協議会合同会議を開催し、コーディネーターと各学校推進リーダーと

の顔合わせやコミュニティースクールの役割などの明確化。 

④「一人一匠人材マップ」を作成し、次のような場面での活用。 

（１）授業等の学習活動 （２）部活動指導補助 (３)学校行事支援  

（４）学校環境整備 （５）登下校時の「子ども見守り隊」 

（６）放課後児童クラブ等放課後子ども総合プランの推進 

（７）原則無料の「東彼杵町おもしろ学習教室」の開設 

（８）家庭教育支援講座の実施と家庭教育支援員の配置      

⑤真の学力向上に向けて、首長部局との協働による教育プロジェクトの策定 

（１）町民課環境衛生係…水質調査や水辺からの町おこし運動の推進。 

（２）町民課福祉係…幼稚園や認定こども園及び保育所、学童保育等との連携と

子育て支援。 

（３）町づくり課…１０年後、２０年後の町づくりへの提言。  

（４）農林水産課…地域の産業を知ろう「茶摘み」の実践。「米作り」の実践。 

（５）建設課…通学路の安全確保とハザードマップの作成。 
（６）ＡＬＴを活用した英会話講座「英語でしゃべらナイト」の月１回開催 

 

 

 

 

 

 



研究の成果 

 
(１)地域住民の学ぶ姿勢とコミュニティーの活性化 

①各学校運営協議会や町学校運営連絡協議会の組織化により、町づくりや
子育てへの意欲も高まり、コミュニティースクールへの理解と期待が
深まった。 

②諸行事への参加などにより、住民の交流や学校・家庭・地域の相互連携
も活性化した。 

③ＡＬＴを活用した英会話講座「英語でしゃべらナイト」の月１回開催に
より、地域住民の学ぶ姿勢が向上した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(２)子どもの真の学力向上への推進 

①町学習教室「おもしろ学習教室『ようこそ先輩』」などの開催により、
先輩と後輩との絆が深まり、進路意識や学習意欲の喚起に役に立った。 

②地域住民と児童生徒及び教職員とが顔見知りになり、交流も深まり、「地
域の子供は地域で育てる」意識が高揚しつつある。 

 
(３)「地域とともにある学校づくり」の推進 

①首長部局との協働による教育プロジェクトの策定と実施によるアクテ
ィブな授業を構築することにより、学習内容がより身近で社会と結びつ
いたものとなり、知識・理解も定着し、思考力や判断力、表現力も高ま
りつつある。   

②役場職員と児童生徒及び教職員とが顔見知りになり、交流も深まり、地
域住民一体となった子育てや教育の町推進の高揚も高まった。 

 

本件 

問い合わせ先 

東彼杵町教育委員会 学校教育係 TEL 0957-46-0353 FAX 0957-46-0757 

e-mail: gatukyou@kyoui.higasisonogi.jp 

 



  

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 荒尾市教育委員会 

研究課題 
首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

 市長部局等との協働による不登校問題等の解決に向けたプログラムの実践 

研究のねらい 

荒尾海陽中学校区においては不登校児童生徒数及び生徒指導上の課題がみられ

る児童生徒数も厳しい状況にある。平成 27 年度に本事業の委託を受け、学校長、

福祉課長、子育て支援課長、民生委員、地区協議会長、大学教授等の各関係機関

代表者を構成員とする荒尾海陽中学校区不登校対策連携協議会を設置し、平成 28

年度においても継続的な取り組みを行っている。 

児童生徒支援相談員による家庭訪問等を中心に、平成 27 年度末に策定した不登

校対策プログラムに基づいて、学校や教育委員会、福祉課、子育て支援課、各関

係機関が連携して不登校対策に取り組み、効果的な支援体制について検討する。 

研究の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①児童生徒支援相談員の雇用 

 児童生徒支援相談員の主な役割は、不登校等の課題を抱えた児童生徒の相談活

動、家庭訪問等を行うこと、荒尾海陽中学校区不登校対策連携協議会員と連携し、

情報共有を行うこと、関係機関との連携を図り、ケース会議実施やサポートチー

ム編成を支援することである。 

②荒尾海陽中学校区不登校対策連携協議会の設置 

荒尾海陽中学校区における不登校等の課題に対して、教育委員会、学校、市長

部局及び関係機関との協働により不登校の未然防止、早期解決を図るため荒尾海

陽中学校区不登校対策連携協議会を設置した。 

 

 



③不登校対策プログラムの推進 

日頃から市長部局（子育て支援課や福祉課など）や関係機関、地域との情報交換

及び連携を密にし、課題を共有するとともに、ケース会議等への参加など学校と

関係機関等の連携がスムーズに図られるよう調整した。 

④学校内の体制整備 

登校等の課題を抱えた児童生徒の把握と適切な支援を充実させるため、各学校に

おいて不登校対策検討委員会を設置するとともに、コーディネーター的な役割を

担う不登校対策担当を位置づけた。不登校対策検討委員会は、各学校の実情に応

じて定期的かつ臨時に実施することとした。 

⑤適切な支援につなげる「ケース会議」の充実と「チーム対応」 

不登校等の課題を抱えた一人一人の児童生徒への適切な支援を行っていくため

に、ケース会議の充実を図った。ケース会議は、短時間に少人数で行う「ミニケ

ース会議」、校内委員会のメンバーを中心に行う「ケース会議」、小中合同など参

加者の幅を広げた「拡大ケース会議」とし、対象と なる児童生徒の状況に応じ

て段階的または定期的（臨時）に行うこととした。 

⑥学力保障と居場所のある学校・学級づくり 

荒尾海陽中学校区学力向上対策部会の提案を受けて学習の流れを揃え、学習規

律・学習習慣の確実な定着へ向けた取組、ねらいや活動を焦点化した授業、視覚

的手がかりを効果的に活用した授業、ペアトークや小グループでの伝え合い、教

え合いなど共有化を図る授業を実施し、全ての子どもが楽しく「わかる・できる」

ように工夫された授業を目指した。 

研究の成果 

「連絡ノート」等を活用した取り組みは、支援者間において情報共有を行うこ

とを目的として始めたが、児童生徒や家庭の様子について共有できるだけでなく、

支援者がどのような支援を行い、保護者や子どもからどういった反応が示された

か客観的に振り返りを行うことができるようになった。 

 また、連携協議会を設置したことにより委員や関係機関との連携が図りやすく

なり、生活保護世帯児童生徒の生活状況の把握や各種福祉サービスの制度案内等

がよりしやすくなった。学校による児童生徒本人に対する支援だけでなく、行政

機関による児童生徒の家庭を含めた福祉的観点からの支援は、不登校という目に

見える問題の背景にある家庭の課題に対して、効果的なアプローチを行うことが

できている。 

荒尾海陽中学校区での本事業の取組状況や成果を、他中学校区や関係機関に普

及・啓発を行うために成果報告会を実施した。取組事例集を作成し、児童生徒の

様子、家庭環境から取組内容、取組後の様子についても詳細にまとめ、その成果

について検証を行った。不登校対策プログラムをベースとした本事業の実施によ

って荒尾海陽中学校区でみえてきた課題は他中学校区にも共通しており、具体的

な取組内容について普及・啓発する機会を設けることができたことは、次年度以

降の不登校対策に関するさらなる取り組みにつなげることができている。 

本件 

問い合わせ先 

荒尾市教育委員会教育振興課学務係 

TEL：0968-63-1659 FAX：0968-62-1218 E-mail：ksinko@city.arao.lg.jp 

 



  

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 山鹿市教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

たくましく謙虚に生きる米野岳中生の育成 
～首長部局等との協働による米野岳中 

コミュニティ・スクールを中核とした取り組みの充実・発展～ 

研究のねらい 
 コミュニティ・スクールとしての取組を充実・発展・安定させるために、首長
部局等との協働による学校支援体制をどのように構築し、どのような実践をして
いけば良いのかを研究する。 

研究の概要 

① 現在の米野岳中学校における課題（学力の未定着、自己肯定感の低さ、行事
などでの積極性の不足、メディア依存による生活習慣の不徹底、家庭学習時
間の確保不足など）に対し、それぞれの課題解決のためには、各プロジェク
ト（図１）がどの首長部局等と協働して有効な実践ができるかを検証し、具
体的な学校支援体制を構築している。 

② 首長部局との連携を明確化するために、今年度の研究における事業構想図を
作成した（図２）。この事業構想図を元に、学校や地域、学校運営協議会委員、
首長部局との連携を探り、推進している。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ ５つのプロジェクト        図２ 事業構想図 
 

③ 首長部局との連携を明確にし、計画的に実行できるようにするために、年度
始めに首長部局と５つのプロジェクトの連携一覧表を作成した（図３）。この
連携一覧表は、学校運営協議会実施の度に学校運営協議会委員と協議し、最
新の情報に更新している。この連携一覧表を元に、計画的に首長部局との連
携を進めた。 

④ コミュニティ・スクールの取り組みを、リーフレットや毎月発行のコミュニ
ティ新聞（図４）、ホームページなどで地域住民等に随時発信していくことで、
米野岳中学校が校区のセンター的役割を担っていく立場にあることを啓発し
ている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 連携プロジェクト一覧表     図４ 新聞とリーフレット 
 



⑤ コミュニティ・スクールの中核として中学校が行っていることや首長部局との
連携について校区の保育園・小学校の理解を進めるため、コミュニティ・スク
ール研究推進フォーラムを行った（図５）、地域のｹﾞｽﾄﾃｨｰﾁｬｰに協力をいただ
き、３つの公開授業とワールドカフェを用いた全体研修会を行った。 

⑥ 首長部局等との連携を密にすることで、その専門性や地域の人材を生かした各
教科・道徳・特別活動・総合的な学習の時間の授業をゲストティーチャーと共
に行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ コミュニティ・スクール研究推進フォーラム紀要 

研究の成果 

① 年度始めに作成した首長部局と５つのプロジェクトの連携一覧表や、事業構想 
図を元に、見通しを持って計画的に首長部局との連携を進めることができた。 

② 首長部局との連携を進めることで、コミュニティ・スクール推進に対する教職
員の意識も高まり、専門性の高い行事や講演会を実施することができた。 

③ 定期的なコミュニティ新聞の発行やホームページの更新、またコミュニティ・
スクールの情報が分かりやすく伝わるリーフレットの作成によって積極的に
地域住民に啓発活動ができている。 

④ 学校に対する地域の関心が増えたことで、地域や保護者の意識が変わり、生徒
の様子にも変化が見られる。落ち着いた学習態度で授業を受けることができ、
学力や学ぶ意欲も全学年で向上している（図６）。 

⑤ 全国学力学習調査や県学力調査、NRT 検査における生徒質問紙、生徒や保護者
向けのアンケート等より、地域への関心や自尊心などが向上していることが
分かる（図７ ①～⑤）。 

 
 
 
 
 
 
 

図６ 県学力調査の結果（１年）   県学力調査の結果（２年）  

 

 

 

 

 

図７ ①地域の行事に参加していますか  ②この米野岳中校区に誇りを持っていますか 

   

 

 

 

 

③ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ推進について ④地域の人に認められているか ⑤あなたの役に立ったか 

問い合わせ先 山鹿市教育委員会 0968-43-1391 
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 H28概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名  宮崎県小林市教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

～学校図書館を中心に世代を超えた読書力の向上を図り、子供も大人も学び合い育ち合

う教育体制を構築する～ 

研究のねらい 

宮崎県では、子供から大人まで全ての県民を対象にした生涯にわたる読書活動の推進を

図るための宮崎県生涯読書活動推進計画を策定し、「日本一の読書県」を目指している。

また、小林市教育委員会では、平成26年度より、「０歳から100歳までの小林教育プラン」

を策定し、地域の教育資源を最大限に生かしながら、学校・家庭・地域社会がそれぞれの

教育的機能を発揮し、市民一人一人が自己実現を目指し健康で文化的な生きがいのある人

生を送れることを目標に学校教育・社会教育・家庭教育、それぞれが有機的に結びつき、

継続的な教育の営みの充実を図っている。 

そこで、さらなる充実を図るため、本事業を通して、研究指定校の教職員、地域住民、

ボランティア、市立図書館職員等からなる研究協議会を主体とし、教育委員会事務局、首

長部局の支援のもと、学校と地域が連携・協働して、世代を超えた「読書力向上」のため

の取組を進めることにより、子供も大人も学び合い育ち合う教育体制を構築する。また、

学校図書館の教育機能の充実を図るとともに、地域開放型学校図書館を確立することで、

子供たちの豊かな心の醸成と学力向上、地域の教育力向上に繋げる。 

研究の概要 

(１) 研究協議会の設置・運営 

 ○ 研究指定校の教職員、地域住民、ボランティア、市立図書館職員等からなる研究協

議会を設置し、教育委員会事務局、首長部局の支援のもと研究を推進する。 

 ○ 加配の学校事務職員を学校と首長部局・地域住民・ボランティア等との連携を図る

コーディネータとして位置付けることにより、効果的な連携と運営の推進を図る。 

(２) 公立図書館と学校図書館とのネットワーク化（市長部局等との連携・協働） 

 ○ 研究指定校において、公立図書館とのネットワーク化や首長部局との連携・協働の

もと、学校図書館の機能を生かした児童生徒の読書力向上・学力向上を図るための研

究授業を行う。また、このような活動を通じて、学校図書館を中心とした学習体制に

ついての研究を行う。 

 ○ 市立図書館及び各学校図書館の相互貸借を可能にするシステムを構築する。 

(３) 学校図書館のプラットホーム化（学校図書館地域開放） 

 ○ 学校図書館を地域に開放することにより、地域の読書活動の推進を図る。 

 ○ 学校図書館を活用して、子供たちへの読み聞かせや季節の行事等、世代を超えて

人々が集う催しを企画・運営する体制を構築し、地域の世代間交流の促進、教育力の

向上を図る。 

Administrator
長方形



研究の成果 

(１) 研究協議会の設置・運営 

 ① 研究協議会を設置し、年６回の協議会を開催 

  ○ 研究課題・研究内容の共有を図り、協議や意見交換を行うことで、本事業の方向

性を探ることができた。 

② 加配の学校事務職員による効果 

  ○ 連絡協議会のコーディネータとして、本事業の運営・連絡調整等を行う中で、学

校と地域をつなぐ役割を担うことができた。 

○ 授業における外部講師や地域の方々との連絡や日程調整、図書利用に関する図書

の手配等、教員の事務負担軽減が図られた。 

  ○ 地域や首長部局との連携を深めていくなかで、連絡体制についての研究を深める

ことができた。 

(２) 公立図書館と学校図書館とのネットワーク化（首長部局等との連携・協働） 

 ① 首長部局との連携・協働 

  ○ 長寿介護課による６年生「認知症学習」 

  ○ 健康推進課による６年生「栄養についての学習」 

  首長部局との連携・協働した学習と、その後の学校図書館 

を利用した調べ学習を通して、効果的な学習を行うことがで 

きた。また、市立図書館とのネットワーク化により児童一人一人が自分の調べたい本を

手に取ることができ、深い学びにつながった。 

 ② 市立図書館とのネットワーク化による研究授業 

  ○ 細野中学校において、フリー参観日に合わせて研究授業を行った。市立図書館か

らの支援を受け、教室に授業で活用するための図書資料を配置した。そのことで、

生徒が主体的に図書資料を選択し、意欲的に学習に取り組むことができた。 

(３) 学校図書館のプラットホーム化（学校図書館地域開放） 

 ① 細野中学校における学校図書館まつり、平日学校図書館開放 

  ○ 地域に住む幼児や小学生、高校生、保護者世代や高齢者世代が集まって、ブック

トークやブックウォーク等を通して交流を図った。また、市立図書館からの支援に

より様々な年代向けの図書が整い、多くの方々が本に親しむことができた。 

  ○ 毎週月・火・金の15時から16時30分まで、地域の方に学校図書館を開放した。

中学校の図書だけでなく、市立図書館の図書も読むことができ、貸出もできるシス

テムの構築を行うことで、中学生の貸出冊数の増加など読書力の向上を図ることが

できた。 

 ② 細野小学校における学校図書館地域開放イベント 

  ○ 学校事務加配職員が中心となり、首長部局等と連携し 

学校図書館開放を通じて学校・地域をつなぐイベントを 

行った。市立図書館との連携で深めてきたノウハウを生 

かした図書の展示、大学院生による学習支援、地域のボ 

ランティアグループによる読み聞かせ等を行った。様  々

な読書スタイルが提供できるよう市が保有する移動図書 

館車を設置するなど、屋内外で読書ができる環境を整え 

文化的で誰でも参加しやすい雰囲気でイベントを行うこ 

とができた。アンケートから「ぜひまたこのような機会 

をつくってほしい」といった意見が多くあり、地域の活 

性化にもつながる取組であった。 

本件 

問い合わせ先 

小林市教育委員会 学校教育課 金丸 恵美 

TEL：0984-23-0424 FAX：0984-24-1503 E-mail:k_gakko@city.kobayashi.lg.jp 

※MSゴシック、11Pで作成してください。 
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「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教 育 委

員会名 
由利本荘市教育委員会 

研 究 課

題 

ふるさと教育を基底に、豊かな心とふるさと愛にあふれる子どもを育成する 

～市の未来を託せる人材の育成プログラムを通して～ 

研 究 の

ねらい 

本市は、「すべての子どもが夢と志をもち、実現に向けて笑顔で生き生き輝く姿に」
を目指して、平成 27 年度より、すべての小・中学校をコミュニティ・スクールとして
指定し、学校ごとの学校運営協議会、中学校区ごとの地域運営協議会、圏域全体の市
学校運営協議会を立ち上げ、地域住民が参画する学校づくり、地域とともにある学校
づくりに向けて取り組んでいる。 
学校と地域、首長部局及び関係機関等が、同じ目標の下で、それぞれの情報を共有し、
共通理解を図りながら、３つの目標を掲げて､ふるさとの未来を託せる人材の育成に向
けて取り組んでいる。 
 １ 地域の行事に参加する子どもを増やす（地域の良さを知る） 
 ２ 地域で起こっている問題や出来事に関心をもつ子どもを増やす（地域の課題に

目を向ける） 
 ３ 地域や社会をよくするために何をすべきか考える子どもを増やす（地域の未来

を考える） 
【由利本荘市の現状：地域の課題】   【由利本荘市の事業計画概念図】 

 

研 究 の

概要 

①協働コーディネーター配置による首長部局との連携 
 ・本事業の事務局員として協働コーディネーターを配置した。首長部局との協働を

円滑に推進するため、首長部局の経験ＯＢを「協働コーディネーターとして任命
し教育委員会、首長部局、関係機関との連絡調整を行い、学校・地域・行政が連
携して行う取組について企画調整等を行った。また、首長部局等が学校と連携し
て実施を希望する事業等について、学校との調整なども行った。        

②学ぶん・チャレンジ・プログラムの実施   
 ・児童生徒が地域に関心をもち、積極的に地域課題に取り組もうとする意識を高め

るために、学校・地域・行政が協働体制を構築して、相互に連携し合いながら生
きて働く力を育てる学習プログラムを作成し、授業や教育活動で活用した。 

ア 学校からの要望による実施     イ 首長部局からの要望による実施 
【岩城中学校】「救急救命講習会」   【岩城小学校】「子どもフットパス」 

 ○2 年生保健体育の授業で活用     ○観光文化振興課との連携で 6年生 

  消防本部岩城分署との連携       が地元の名所を観光案内 

 

 

 

 

 

 



③中学校区ごとの地域の特色を生かした取組の充実   
 ・３中学校区である岩城中学校区（岩城小・岩城中）、東由利中学校区（東由利小・

東由利中）中学校区（鳥海小、鳥海中）ごとに、地域連携調整会議等を通して地
域課題解決に向けた特色ある取組を行った。 

・それぞれの取り組みを通し、地域のことに関心を持ち「地域の良さを知る」こと
によって、自分が暮らす「地域に目を向ける」児童生徒が多くなった。 

【東由利小・中学校】         【鳥海小・中学校】  
「東由利小中合同駅伝大会」      「鳥海ダム建設フォーラム」 
東由利総合支所・体育協会等の協力   鳥海小 6年生と鳥海中１・２年生 
の下、地域全体が協力した駅伝大会。  を対象に鳥海ダム工事事務所が講師 
多くの地域住民の協力を得て実施。   となり地域の未来について考えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④市教育委員会の取り組みの充実  
 ア 人材育成のために必要な取り組みについて、まちづくり協議会、社会教育委員、

市 PTA 連合会、CS 地域運営協議会と首長部局、教育委員会が協議する市協働連携
総合会議を年３回開催し、情報共有、研修の場として位置付けるとともに、定期
的な評価を生かした内容の充実を図った。 

 イ 首長部局の各部長と教育委員会による市協働連携調整会議を開き、学ぶん・チ
ャレンジ・プログラムの評価修正を行いながら、学校と協力した取組を進めた。 

 ウ 首長部局と教育委員会との協働による先進的な取組事例を学ぶため、３地域の
教頭、協働コーディネーター、事務局職員が、新潟県見附市教育委員会を訪問し、
市冬季教職員研修会で報告した。 

 エ 小学校５年生、中学校２年生、その保護者、学級担任に意識調査を行い、本事
業の検証及び各校の取組の検証改善に活用した。 

研 究 の

成果 

①協働コーディネーターの設置 
協働コーディネーターの設置により、行政や地域側からの要請などに窓口が設け

られるとともに、幅広い視点での事業展開が進められるようになってきている。 
②学ぶん・チャレンジ・プログラム 

首長部局の協力体制を図るため、行政の業務内容を一覧にし、学校での活用を目
指した「学ぶん・チャレンジ・プログラム」であるが、 徐々に授業で活用されつつ
ある。今後は３地域以外の学校への周知を図りたい。 

③各中学校区の特色を生かした学校・地域・行政の連携 

事業本市では、各学校がコミュニティ・スクールとして地域連携事業を積極的に

展開してきており、行政からの呼びかけによる事業や行政が関与するようになった

事業なども生まれてきている。 
④市協働連携総合会議及び市協働連携調整会議の実施 

首長部局の部長等・まちづくり協議会長等の代表等で構成される本会議は、「市の

未来を託せる人材の育成」をめざした情報の共有や、市全体での協力体制には欠か

せない存在となった。事業の評価者として地域アドバイザー（県立大学准教授）に

指導をいただきながら改善を図ることができた。 

本件 

問 い 合

わせ先 

由利本荘市教育委員会学校教育課 

〒018-0962 秋田県由利本荘市西目町沼田字弁天前 40-61  

 TEL:０１８４－３２－１３１０ FAX:０１８４－３３－３７４１ 

 E-mail: gakko@city.yurihonjo.lg.jp 

 



 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 伊丹市教育委員会 

研究課題 
首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

『他地域との交流で生まれる相乗効果を狙いとした共育プロジェクト』 

研究のねらい 

市立伊丹高等学校（以後「市高」と呼ぶ）は、兵庫県伊丹市内の唯一の市立高

等学校として、学校目標に「国際社会に対応できる地域の次代を担う人材の育成」

を掲げ、コミュニケーションやプレゼンテーション力を身につけ、地域の優れた

リーダーの育成に努めている。 

 地域の活性化を図るため、平成 11 年より商店街や自治会と連携して「伊丹育ち

あい（共育）プロジェクト」を立ち上げ、様々な活動を行っている。今年度は、

鈴原・稲野地区社会福祉協議会等と連携し、伊丹市を PR するポスター制作および

ポスター展開催や、地域の夏祭等における生徒の自主的なボランティア活動や協

働事業等を年間を通して行った。さらに、伊丹市商工労働課やまちなかにぎわい

課、伊丹市教育委員会を核とした地域連携協議会を設置し、ＰＤＣＡサイクルを

踏まえ、これまでの取組に評価と改善を行うことに加えて、地域の特産品を活か

した商品の開発や販売、FM いたみと連携した広報活動を行うことで、地域との連

携・活性化をより推進する。 

また、市高でこれまで実施してきた他地域及び他地域の街づくり活動を活発に

行っている高校との相互交流活動から、学校間連携により自校の良さを再発見し、

それぞれ独自の活動を見直す視点が得られることがわかった。市高生徒が、他地

域と広く交流することによる相乗効果を狙いとした交流事業を併せて行いたい。 

研究の概要 

①地域連携協議会 

 事業の総合的な推進及び、その評価・改善等を適切に行うために、市教育委 

員会、市商工労働課、まちなかにぎわい課、市高等により構成される協議会を 

設置する。 

②地域活性化事業 

 様々な地域資源と協働して、ポスター展、商品開発・商店経営実習等を実施

することによって、市高生徒による地域の活性化の取組を充実させる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

開発商品「雪降る檸檬の木（左）」   商店経営実習「俳句カフェ」の様子 

「雪降る檸檬の植木鉢（右）」 

③他地域との交流による地域活性化事業 

他地域で商品開発された「ラムネ」を仕入れ、市高がボランティア参加した鈴

原地区夏祭りで販売した。また、修学旅行先のベトナムや授業で交流予定のイン



ドネシアの観光ビジネス科の高校生と交流し、意見交流を実施する。 

④高大連携 

探究講演会では、大阪大学、兵庫県立大学等から理科系７テーマの出前講義を

行う。関西学院大学、関西大学等在学中の市高卒業生 20 名（平成 28 年 3 月卒業

生）による「先輩に話を聞こう！」を実施する。 

⑤地域間交流 

「伊丹から世界へ」を目指す市高の特色化と融合し、海外との連携・交流学習

を視野に入れ、来年度への計画基礎づくりを行う。 

研究の成果 

（１）地域と連携した取組の充実 

 地域ボランティア活動について、本年度から創造事業部で取りまとめ、計画的

に案内・募集を統括的に実施したことで、多くの市高生の自主的・積極的な活動

が地域から高く評価され、地域への貢献と生徒自身の豊かな人間性をはぐくみ、

今後の継続的な連携や交流の深まりにつながった。 

（２）商業教育の取組の充実 

 商業科の専門教育の成果が、本事業の地域連携により、多くの市民に認められ

るようになった。 

（３）高大連携・産学連携の促進 

 高大連携や産学連携により、今年度 1 年生からの探究学習に学習の深まりが期

待でき、生徒の卒業論文のテーマ探しや将来の進路実現のてがかりとなる学習効

果が、来年以降の 2年生、3年生の学習活動へのステップとなった。 

（４）地域に愛される学校への進化 

 本事業の組織的取組や中高連携、広報活動から、市高の教育の特色や生徒の活

動が地域から理解され、愛される学校となることが期待できた。 

（５）事業の組織的対応・事業の継承 

 市高内部に創造事業部を設置したことにより、本事業の取組について組織的に

対応・継承することが可能となった。 

（６）保護者・生徒の学校への関心の増加 

「市高に入学してよかったと思う（生徒）」「子どもを市高に入学させて良かっ

たと思う（保護者）」の肯定的回答者数の向上。生徒・保護者ともに学校への関心

の高まり。 

本件 

問い合わせ先 

伊丹市教育委員会 教育企画課  

TEL:072-780-4313 FAX:072-784-8083 E-mail:gakkyou@itami.ed.jp 

 


